
２０００人委員会アンケート調査集計結果（市民協働課まとめ） 

  

調査実施期間 平成２４年１０月～平成２５年１月 

 調  査  数 ２，０３７人 回答数 １，４０２人（回収率 68.8％） 

 

１ まちづくりへの取り組みについて 

まちづくりの経験

経験がある

69.3%

経験がない

30.7%

経験がある

経験がない
1402

 

問1-1　まちづくりの経験がある方で、これまで、どんな役割

で携わった経験があるか。（いくつでも）

A

41.1%

B

21.5%

C

22.5%

D

13.0%

E

2.0%

A

B

C

D

E

1817

 
 
 
 
 
 
 

Ａ 地域団体が行う清掃や防犯等の

活動に参加した 

Ｂ 地域団体が主催する体育祭や夏

祭りなどの企画運営に取り組ん

だ 

Ｃ 地域団体の役員を経験した 

Ｄ 地域団体の活動以外のボランテ

ィア活動を行った 

Ｅ ＮＰＯ法人等に加入し、まちづく

りに関する活動を行った 

○ 全体の約７割の方がまちづくりへの参加経験があり、参加の機会はある程度活用さ

れていることが確認できる。 
○ A と B の回答が全体の６２．６％を占めていることから、比較的身近で参加しやす

いまちづくり活動の経験が多かった。 

参考資料３ 
H25.2.7 



問1-2　まちづくりの経験がある方で、携わることになった

きっかけ（いくつでも）

A

17.9%

B

14.3%

C

8.2%
D

14.2%

E

31.6%

F

13.8%

A

B

C

D

E

F

1394

 
 
 
 
 
 
 

問2　まちづくりにもっと参加したくなるためには何が必要か。

A

9.8%

B

58.5%

C

11.2%

D

5.8%

E

10.6%

無

4.1%

A

B

C

D

E

無

1402

 
 
 
 
 
 
 

Ａ 地域団体の活動に興味・関心があ

った 

Ｂ ボランティア活動に興味・関心が

あった 

Ｃ 募集があったので参加した 

Ｄ 団体等の役員をしている知人に

誘われた 

Ｅ 義務感のもとに参加した 

Ｆ いろいろな条件が重なり仕方な

く引き受けた 

 

○Ａ、Ｂ、Ｃという回答から、４０．４％はまちづくりに関心が高く主体的に参加して

いることがうかがえるものの、まちづくりに対して受身であるＤ、Ｅ、Ｆの回答も５

９．６％あった。 

Ａ 相談対応の充実 

Ｂ 情報提供の充実 

Ｃ 表彰や公共施設料金割引などの

特典の充実 

Ｄ その他 

Ｅ 特に必要なし 

無 無回答 

○B の回答から５８．５％がまちづくりに関わるための情報が少ないと感じており、情

報提供のあり方が課題となっている。 
○Ｄのその他の意見には、参加し易い環境（閉塞的な雰囲気の解消、時間設定を考慮す

る、年代を問わず参加できる）整備のほか、地域の方から活動が評価されている或い

は地域社会へ貢献できていると実感できることが、まちづくりへの参加意欲を高める

ことにつながるとの意見があった。 



問3　今後、どんな役割でまちづくりに携わりたいか。（いくつ

でも）

A

43.6%

B

15.2%

D

19.7%

E

7.0%

F

10.8%

C

3.6%

A

B

C

D

E

F

1697

 
 
 
 
 
 
 

問4　これからの、まちづくりの姿はどうあるべきか。

A

27.2%

B

38.9%

C

25.0%

E

4.4%

無

2.3%
D

2.3%

A

B

C

D

E

無

1402

 
 
 
 
 
 
 

Ａ 地域団体が行う清掃や防犯等の

活動へ参加したい 

Ｂ 地域団体が主催する体育祭や夏

祭りなどの企画運営に取り組み

たい 

Ｃ 地域団体の役員を経験したい 

Ｄ 地域団体の活動以外のボランテ

ィア活動を行いたい 

Ｅ ＮＰＯ法人等に加入し、まちづく

りに関する活動を行いたい 

Ｆ 活動したくない 

○ＡとＢの回答から、比較的身近で参加しやすいまちづくり活動へ参加したいという意

識がうかがえる。 
○Ｃの回答から精神的、時間的に制約される活動を避ける傾向がうかがえる。 
○ＤとＥの回答から、ボランティアやＮＰＯの活動への一定の関心がうかがえる。 

Ａ 市民や地域でできることはまず

市民が行い、できないことを行政

が担うべき 

Ｂ 地域でできること、行政がやるべ

きことを互いに役割分担して行

うべき 

Ｃ 公共サービスは行政が行うべき

だが、民間の活力ももっと活用す

べき 

Ｄ すべての公共サービスは行政が

行うべき 

Ｅ 分からない 

無 無回答 

○まちづくりは、市民と行政が協力していくべきと考えている人が多い。 



２ 市の施策における市民参画・協働の機会について 

問5　どのような機会で参画した経験があるか。（いくつでも）

A

18.9%

B

26.4%

D

5.0%

F

43.9%

G

0.5%

E

2.8%
C

2.5%

A

B

C

D

E

F

G

1697

 
 
 
 
 

問6　市の施策に参画・協働したい段階。（いくつでも）

A

26.1%

B

10.7%

C

18.0%

D

14.6%

E

23.6%

F

7.1%

A

B

C

D

E

F

1868

 
 
 
 
 
 

Ａ 地域説明会等（現地見学会、出前

講座等を含む） 

Ｂ シンポジウム 

Ｃ 検討委員会等の委員として 

Ｄ 意見交換会等（ワークショップ

等） 

Ｅ パブリックコメント 

Ｆ アンケート調査 

Ｇ その他 

Ｈ 経験したことがない 

○Ａ地域説明会や B シンポジウム、F アンケート調査の割合が高く、全体の８９．２％

を占めた。 

Ａ 実施するか、しないかも含めて事

業を検討する段階（構想段階） 

Ｂ 実施することを前提に、予算措置

など事業の計画を策定する段階

（計画段階） 

Ｃ 計画の実現化に向けて、具体的に

取り組む段階（実施・運用段階） 

Ｄ 事業効果の評価や改善点の検証

を行う段階（評価・検証段階） 

Ｅ 情報を提供されるだけでよい 

Ｆ 特に参画・協働したいとは思わな

い 

○Ａの回答が２６．１％と最も多く、構想段階で意見を述べたいことが読み取れる。検

討の早い段階における参画の機会を充実させることは重要であり、活用する参画の手

法についても工夫が必要である。 
○E 情報を提供されるだけでよいが２３．６％とＡの次に多かった。 



問7　市の施策に関する情報を得る手法として多いもの。（２

つまで）

A

7.5%

B

19.0%

C

48.1%

D

9.5%

F

12.6%

H

0.4%
G

2.4%

E

0.6% A

B

C

D

E

F

G

H

2516

 
 
 
 
 
 
 

問8　市の施策に関して、必要な情報を得ることができている

か。

A

12.8%

B

58.4%

C

26.6%

無

2.2%

A

B

C

無

1402

 
 
 
 
 
 
 

Ａ ホームページ   

Ｂ 新聞 

Ｃ 「市政だより」などの広報紙   

Ｄ 広報番組（ラジオ、テレビ） 

Ｅ 市の情報提供窓口 

Ｆ 町内の回覧板や掲示板 

Ｇ フェイスブック「わくわく都市く

まもと」 

Ｈ その他 

○B 新聞、Ｃ広報紙など紙面を使った媒体の割合が高かった。 
○Ａの割合が低いことから、ホームページ等の利用促進と必要な情報に容易にたどりつ

けるような検索システム等の整備が必要である。 
○その他の意見としてはメール（ひごまる通信）などの活用があった。 

Ａ 得ることができている  

Ｂ 概ね得ることができている 

Ｃ 不足している 

無 無回答 

○全体の７１．２％は情報を得ることができているものの、２６．６％が情報不足を感

じており、ニーズに合った情報がうまく届くような取組が必要である。 
 



３ 区を単位とした住民自治の充実について 

問9　区ごとの特色を活かしたまちづくりには特に何が必要

か。

A

20.3%

B

16.3%

C

51.1%

D

8.8%

無

3.5%

A

B

C

D

無

1402

 
 
 
 
 
 
 

問10　区民の声を区のまちづくりへ反映させるためには、ど

のような方法が有効か。（いくつでも）

A

24.2%

B

12.8%

C

16.2%

D

16.6%

E

7.0%

F

21.5%

G

1.8%

A

B

C

D

E

F

G

2492

 
 
 
 
 
 

Ａ 区の職員と地域とのつながりの

強化 

Ｂ コミュニティ活動の活発化に向

けた助成の強化 

Ｃ 地域の声を反映させる仕組みの

強化 

Ｄ 特にない 

無 無回答 

○Ｃの回答が５１．１％と半数を上回っていることから、まちづくりには地域の声が欠

かせないことが現れている。 
○Ａの回答からは、職員が積極的に区民とつながる姿勢を期待されているものと思われ

る。 

Ａ 地域での説明会等を充実する（現

地見学会、出前講座等を含む） 

Ｂ 講演会やパネルディスカッショ

ンなどの催し物を増やす 

Ｃ 区民の代表が集い話し合う場を

設ける 

Ｄ ワークショップなど区民の意見

を交換できる機会を増やす 

Ｅ バブリックコメントを充実する 

Ｆ アンケート調査を充実する 

Ｇ その他 

○ A や F の回答数が多く、気軽に参加できる仕組みが好まれる。 
○ C と D の回答が３２．８％と約３割以上を占めていることから、何らかの話し合い

の場が必要と感じている。 
○ それぞれの施策ごとに影響を受ける対象者を十分に勘案し、参画の手法の選択や組

合せを検討することが必要である。 



問11　区のまちづくりを進めるにあたり、どのような分野にお

いて話し合う必要があるか。（2つまで）

A

32.2%

B

23.1%

C

17.0%

D

17.1%

F

4.4%E

5.5%

G

0.6%

A

B

C

D

E

F

G

2633

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ａ 安全・安心（防犯、防災、交通安

全等） 

Ｂ 福祉・健康（介護、障害福祉、健

康づくり、高齢者の見守り等） 

Ｃ 子育て・共生社会（子育て支援、

ｽﾎﾟｰﾂ振興、ｼﾆｱ世代活用、人権共

生、男女共同参画等） 

Ｄ 環境・自然（地球温暖化、ごみ、

不法投棄、緑の保全、河川環境等） 

Ｅ 伝統・文化（地域資源、イメージ

向上、文化芸術等） 

Ｆ 市民自治（市民参画と協働、市民

活動支援等） 

Ｇ その他 

○Ａ、Ｂの分野での割合が高くなっていることから、生活に密着した課題は出来るだけ、

生活者の視点で地域毎の事情を考慮しながら、解決策を検討する必要があるという意

識が表れている。 



４ 住民自治の浸透について 

問12　コミュニティ活動を行うのに、活動しやすい単位

A

55.3%
B

33.0%

D

4.8%

無

2.6%
E

1.6%

F

0.6%
C

2.2%

A

B

C

D

E

F

無

1402

 
 
 
 
 
 
 

問13　地域のコミュニティの現状に対する満足度

A

5.0%

B

41.9%

C

26.4%

D

5.3%

E

19.0%

無

2.3%

A

B

C

D

E

無

1402

 
 
 
 
 
 

Ａ 町内（会） 

Ｂ 小学校区 

Ｃ 中学校区 

Ｄ 区 

Ｅ 市 

F その他 

○ＡとＢの回答の合計が全体の割合の８８．３％を占めていることから、町内会自治会

や校区自治協議会などの既存のコミュニティを単位としながら活動していくことが望

ましいと考えられる。 

Ａ 満足できる状態にある 

Ｂ 概ね満足できる状態にある 

Ｃ あまり満足できる状態にない 

Ｄ 満足できない 

Ｅ 関心を持ったことがない 

無 無回答 

 

○Ａ、Ｂが４６．９％と満足できるという回答が半数近くを占める一方、Ｃ、Ｄから満

足できないという回答も３１．７％を占め、地域住民のニーズが十分に満たされてい

ないコミュニティの現状がうかがえる。 



問14　熊本市自治基本条例の認知度

B

36.7%

C

58.3%

A

3.1%

無

1.9%

A

B

C

無

1402

 
 
 
 
 
 
 

問15-1　「自分たちのまちは自分たちで創る」というまちづく

りの考え方に共感することができるか。

A

78.6%

C

16.6%
B

2.5%

無

2.3%

A

B

C

無

1402

 
 
 
 
 
 
 

Ａ 条例の内容も含めて知っていた 

Ｂ 条例の名称は聞いた事があった 

Ｃ 知らなかった 

無 無回答 

 

○Ｃの回答から条例の施行から２年経過していることを鑑みて、条例の認知度は不十分

であると言える。 

Ａ 共感できる 

Ｂ 共感できない 

Ｃ 分からない 

無 無回答 

 

○Ａの回答が全体の７８．６％を占めていることから、自治基本条例の理念は大多数の

市民に受け入れられるものであると判断できる。 



問15-2　「自分たちのまちは自分たちで創る」というまちづく

りの考え方は浸透しているか。

B

30.0%

C

63.1%

無

4.8%

A

2.1%

A

B

C

無

1402

 
 

Ａ 浸透している 

Ｂ ある程度浸透している 

Ｃ 浸透していない 

無 無回答 

 

○Ｃの回答が６３．１％を占めている。問１５-１の回答結果のとおり、「自分たちのま

ちは自分たちで創る」という理念は共感されていることから、今後、理念の周知をは

じめ、市民参画・協働の機会の提供や手法など制度面における拡充が必要であると思

われる。 


